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■家族や親族は成年後見人になれない?■
■ 私の娘は重度の知的障害者で、自分ではお金の管理は

できないので、将来は成年後見制度の利用が必要だと考え

ています。現在は一度始めたら原則やめられない仕組みで

すが、必要な手続きが終われば後見人は辞任して、他の制

度で本人を支えるようにするといった見直しが検討されて

いるとのことで、非常に注目しているところです。 

■ここ最近、後見制度について複数の会員の方か

ら以下のような質問が続きました。「障害のある子 

の成年後見人を本人のきょうだいに頼もうと思っ 

ているけれど、裁判所が勝手に専門家を選んじゃうので、

家族や親族はなれないと聞きました。本当でしょうか？」 

■この件について、実際はどうなのか、以前親の会だより

でも紹介したことがありますが、今回は最新のデータを見

ながら、実態について検証してみたいと思います。 

■毎年発表されるデータでわかること■
■令和6年1月から12月のデータ(*)によると、この1年

間に親族が後見人として選任された数は7,077件となって

います。実際に成年後見人等が選ばれた数は38,788件なの

で、割合でいくと約18%です。残りの約8 割は弁護士、司

法書士、社会福祉士などの専門職が多く選任されています。

この数字だけ見ると「やっぱり裁判所は親族の後見人は認

めないんだな」と思えてしまうかもしれません。 

■しかし、実はそうではないのです。成年後見の申立ての

際には、後見人を誰にしたいかという候補者名を書くこと

ができるのですが、同年に親族を候補者として申請したも

のは全体の21.3％とありました。全体の申立て件数に当て

はめると8,262件です。先ほどの、親族が選任された数と

比べると、親族を後見人として申し立 

てた場合、約86％は認められているとい 

う結果になるのです。そもそも申立ての時 

に親族を候補者として出していないから、 

親族が後見人になっていないということなんですね。 

■親権による任意後見制度について■

■なぜ改めてこのテーマをご紹介したかというと、次のよ

うな相談を受けることが増えているからです。 

■「子どもが成人になったあとに成年後見制度を利用する

ことになると、親や家族は後見人になれるとは限らず、家

庭裁判所がまったく面識のない専門家を後見人に指名する

可能性が高い。そこで、親権があるうちに親が任意後見契

約を結んでおけば、将来自分が後見人になれる、という話

を聞きました。ただこの契約を事業者に依頼すると数十万

の費用がかかるとのことです。この任意後見契約は結んだ

方がいいのでしょうか？」 

■任意後見制度は「本人の意思を尊重」する制度なので、

たとえ親権があるにせよ、本人の意思を確認せずに契約す

る行為は制度の趣旨に反するのではないか、あるいは、本

人の将来をすべて親が決めていいのか、 

といった問題点を、弁護士など多くの専 

門家は指摘しています。とはいえ、制 

度として認められている以上、あとは親御さんで 

判断されればいいと私は思っています。 

■ただ、この契約をする必要があるのか、一度考えてみて

ほしいのです。法定後見だと親や家族が後見人になれない

可能性が高いという話ですが、先ほどデータで示したよう

に、候補者として申し立てれば、かなり高い確率で後見人

として認められます。また、お子さんに後見制度の利用を

考える頃には、一度始めたらやめられない現在の制度から、

有期限の制度に変更されている可能性が高いと思います。 

■正しい情報を知ったうえで判断を！■

親権による任意後見契約は、成人前の今しかできない取

り組みなので、将来の安心のために契約をしたいというこ

とであればそのご判断を尊重しますが、数十万円の費用を

支払う価値がはたしてあるのかどうか、正しい情報を知っ

たうえで、ぜひ冷静に判断してください。 

*成年後見関係事件の概況
—令和6年1月～12月— 
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